
定期の第1期の標準接種期間の者に対する積極的な接種勧奨の再開   

日本脳炎の予防接種については、「日本脳炎に関するノj、委員会中間報告」を受けて、予防  

接種の積極的な勧奨の再開について、以下のとおり「日東脳炎の予防接種について」（平成  

22年4月1日付健発0401第19号厚生労働省健康局長通知及び薬食発0401第2  

5号厚生労働省医薬食品島長通知）を発出したところである。  

（概 要）   

厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会において一、予防接種法第3条第1項に基づく  

定期予防接種における同法施行令第1条の2の表に規定する生後6月から生後90月に至  

るまでの間にある者に対する予防接種については、積極的な勧奨を行う段階に至ったもの  

とされたことから、市町村は、「定期、（一類疾病）の予防接種実施要領」に定める第1期の  

標準的な接種期間に該当する者（平成22年度Iこおし、ては3虚tこ対する初回接種｝に如し  

て積極的な勧奨を再開すること。  

①市町村  

・日本脳炎に係る定期予防接種者数の把握に努めること。  

②医療機関  

■市町村から日本脳炎に係る定期予防接種者数の把握に関する依頼があった場合には、  

これに協力すること。  

・予防接種後の副反応を診断した場合には、保護者の同意を得て、直ちに当該接種者の  

居住区域を管轄する市町村長へ報告すること。   

■製造販売業者等から薬事法に基づく副反応等に関する情報収集の協力依頼がなされた  

際には、当該情報収集の協力に努めること。  

③製造販売業者等  

・重篤場副作用等の情報を把握した場合は、速やかに独立行政法人医薬品医療機器総合  

機構に報告すること。  

・医療機関に対し、適正使用に関する情報提供を行うとともに、安全性に関する情報等   

の収集に努めること。  

・第1期の初回接種（2回接種）に必要なワクチンの確保等について、事前に医療機関  

と十分に協議等を行うとともに、予約注文状況及び在庫状況等的に把握し、医療機関  

に対して適切な情報提供を行うこと。  

・在庫の偏在等発生しないよう卸売販売業者等と連携した対応を図ること。   
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※上記は、「日本脳炎の定期の予防接種について」（平成22年4月1日付健発0401第19号厚生労働省健康局長通知及び薬食発0401第25号厚生労働省医薬食品  
局長通知）に基づき、3歳に対する初回接種に対して積極的な勧奨を行っている市町村数等を調査したものである。  

※回答のあった1，485市町村の状況をまとめたものである。（予防接種法第3条第2項により、北海道は日本脳炎の予防接種を行っていない区域となっているため、調  

査対象から除外した。）   



定朝の第1期における3画接種が完了していない者に対する対応  

1 内容  

車防接種実施規則に碍定する日本脳炎の第1期予防接種．一（2回の初  
、、 回接種及び，1回の追加接種）に？いては’、平成17年にマウス脳によ  

る製法め日永脳発ワクチンを接種した後一三重症AD已M（急性散在性   

脳脊髄炎）を発症した事例があっ七ことから、、●行政による積極的な接 
種の勧奨を差し控えたところ。  

琴癌細胞培養日本脳炎ワクチンが第1潮予防接種に使用可畢なワ   

クチンに位置付けられ、羊該ワクチンの供給実績や融反応幸艮告の状況 
等を勘案し専門家の意見を踏まえ：、平成22■年4月より」．日本脳卦   

の寓1期の標垂的な接種期間■（3億）た該当する者に由 

奨を再開したところ。  

接種勧奨の再開に伴し＼、ヰ成・1■ 
え 

確保するため∵予防接種法施行令に規定する日本脳炎の接種対象者が、   
予防接痙法に基づき∴接種を受けていなしJ第1期分の予防接種を受け  

られるごととする。  

ついては、広く意見を募集するためのバブリッケコ 

その夢見を踏まえ、、予防接種実嘩規則の■÷部改正を行うもめとする 

2－ 公布・施行等の．予定  

平成22年6月15日   

ん平成22年7月1‘4′日■．パブリックコメントの実施  

7月中旬～下旬（予定）  公 布  

．．公布の日   施 行  



予防接種実施規則の一部を改正する省令（案）に関する意見募集要領  

平成22年6月15日  

厚生労働省健康局結核感染症課   

日本脳炎については、その発生及びまん延を予防するために予防接種を行う疾病として、  

予防接種法（昭和23年涛律第68号）に位置づけられ、平成6年から定期の予防接種が  

行われています。（同法第2条夢2項第6号）   

この予防接種を実施するため、予防接種法施行令‘（昭和23年嘩令第1 

て、接種対象者を生後6カ、月から90か月（7 

の者と定めた（同令第1条の2第1項の表白不脳炎の項）上で、予防接種実施規則（昭和  

33年厚生省令第27号）においで、′使用するワクチン、接種方法等を定めています（同  

令第15条及び第16条）。   

し声、しながら、平成17年にマウス脳による製法の日本脳炎ワクチンを接種した後に重  

症ADEM（急性散在性脳脊髄炎）を発症した事例があった土とから、より慎重を期すた  

め、 

による一律的七積極的な接種の勧奨は差し睦えることとし、イ定期の予防接種における日本  

脳葬ワクチン接種の碍極的勧奨の差し控えについて（勧告）」（平成1 

健感発第0．530Pbl号厚生労働省健康局結核感染症琴長通知）により、各都道府県に  

対し接種ゐ積極的な勧奨の差し控えを求めたところです。   
現在は、新たに開発された乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン．．（※1）の供給実績や副反応  

報告の状況を勘案し、専門家の意見を踏まえ、「日本月由炎の定期の予防穣種について」■（平  

成22・年4月1日付け健発04 

号厚生労働省医薬食品局長通知）．により、平成2▼－2年4月から、日本脳炎の第1期の標準  

的な接種期間（3歳）に該当する者に対する接種の勧奨を再開したところです。   

接種勧奨の再開に伴い、勧奨差し控えによって接種を受けなかった者に対しても接種槍  

会を確保する必要があります。また、これまで使用してきたマウス月釦こよる製法の日本脳  

炎ワクチンについては、今後使用することがなくなることから、予防接種実施規則から削  
除するとともに、第2期に使用するワクチンとしても、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンを  

位置付ける（※2）必要があります。  

そのため、予防接種実施規則にういて所要の改正を行うこととしました。   
つきましては、広く意見を募集し 

出してください。  

なお⊥提出し壮だいた意見に対する個如の回答はいたしかね草すので、その旨御了哀願  

います。  

※1二今般開発されたワクチン（乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン）については、平成21年6月に予   

防接種実施規則を改正し、第1期の予防接種におし1て使用できることとなっている。（予防接種実施  

規則の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令東117号）により碍置。） 

準2‥第2周（9歳以上13歳奉満）に使用するワクチンの追加についてはこ今後、パブリックコメ   

ント手続と並行して、予防接種部会において検討するこ・ととしている。  
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1 意見募集期間  

平成22年6月15日（火）から平成2．2年7月14日（水）まで   

（郵便についても、募集期間内の必着とします。）   

巨如   

意見募集対象となる案については、厚生労働省のホームページ（http‥／／www．mhlw．go．jp）   

及び電子政府の総合窓口［e－Gov］L（http：／価wwe－gOVgOjp／）の「パブIJックコメント」   

欄に掲載するとともに、照会先窓口において閲愛に供することとします。  

F意由提出方頭   

意見提出の際には、意見書（別紙様式）ヒ記載の上、氏名及び住所（法人又は団体の場   

合は、・名称、代表者の氏名及び所在坤）並びに連絡先（電話番号又は電子メールテドレス）   

を明記の上、 

御記入いただいた氏名及び住所．（法人又は団体の場合は二名称、代表者の氏名及び所在   

地） 

あった場合等の連絡一確認中ために利用します。  

なお、意見書は日本語で記入してください。  

（▲1）インタ琳ッ■クしてください。ト   

※ 入力フオ⊥ムの「※件名」欄に「予防接種実施規則の．一部を改正する省令（案）  

に関する意見募集にづいて」と入力してください。  

（2）郵送する場合   

〒10．0－891 

厚生労働省健康局結核感染症課予防接痙係 あて  

（3）FAXを利用する場合  

FA－X番号‥03－3581－6251  
厚生労働省健康局結核感染症喪予防接種係 あて   

現出されました御意見は、取りまとめの上、電子政府の総合窓口［e－Gov］  

（http：〟wwwe一畠bⅥgOjp／）の「パブリックコメント」欄に掲載するほか、厚生労働省健康  

局結核感染症課において配布します。   

提出されました御意見は、氏名及び住所等の連絡先を除き、原則として公表させていた  

だきますので、、■あらかじめ御了承ください。   

；照会先悪口  

厚生労働省健康畠結核感染症課予防接種係  

TEL番号：03－5253－1111（代表）（内線：2383）：  
FAX番号：03－3581－62岳1  
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別紙様式  

意 見 書  

厚生労働省健康局   

結核感染症課予防接種係 あて  

申出年月日  年  月  日  

氏  名： 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）‘  

住   所 

（法人にあっては、所荏地）  

予防接種実施規則の一部を改正する省令（案）に関して、以下のとおり、意見を提出します。  

（別紙に記載する場合は「別紙に記載」と記載し、意見を言畠載した別紙を添付してください。・．）  

注 用紙の大きさは、日本工業規格A列4番とすること。別紙に記載する場合はペ十ジ番号を記載す  

ること。 
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